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Ⅰ．序論
　スポーツの国際交流と協力が活発になるとともに，最近ではスポーツ法の
比較研究が重要な問題として登場している。東アジアでは，韓国，日本，中
国の 3 国を中心にスポーツの交流が活発に行われ，益々拡大している。これ
にともない，アジア諸国間のスポーツに関連した様々な問題についての対処
方案も多種多様に摸索されており，アジアスポーツ法学の研究がスポーツ法
学の新たな課題として登場している。このような流れを受けて，2005年に
は，韓国のソウルにおいて，韓国，日本，中国のスポーツ法学者が一堂に会
して「アジアスポーツ法学会」を結成することで，各国のスポーツ法の現況
に対する情報交換と交流の場を形成するに至った。
　スポーツ交流は政治・言語・宗教などの差異を越えて，それぞれの異なる
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文化間の交流手段として脚光を浴びており，その意義は非常に大きい。我々
は，2002年に韓国と日本の共同主催で開催されたワールドカップ・サッカー
大会の意味をもう一度見直す必要がある。その競技が見せた波及効果は，特
にスポーツ産業分野において著しいものがあり，スポーツの法と政策にも多
くの影響を及ぼした。 2 年ごとに開催されるアジア競技大会で創出されるア
ジア国家間の協力と理解の増進も刮目すべきものであり，また， 4 年ごとに
開催されるオリンピック競技大会やワールドカップ・サッカー大会などを通
じて成り立つ人的・物的交流も活発である。
　このような国家間の頻繁なスポーツ交流の現状は，当然に国家間のスポー
ツ交流と協力を支援するための法的基盤を整備しなければならないという認
識を広げることになった。ここに，それぞれの異なる法制度を比較研究して
調和と統一を成し遂げる道を模索する必要性が提起されるのである。
　本稿では，まず東アジアスポーツ法研究の必要性を簡単に考察した後に，
韓国におけるスポーツ法学研究の現況と課題を提示することにする。
Ⅱ．東アジアスポーツ法の概念と内容
1 ．東アジアスポーツ法の概念
　東アジア法の新たな定立と併せて，東アジアスポーツ法の概念も導き出す
ことができるであろう。もちろん，東アジア法といわれる韓国，日本，中
国，台湾などは概して一つの法系として見ることができるが，しかし，中国
はまだ完全な市場経済体制を確立し得ないでいるし，北朝鮮とともに社会主
義的な法系の性格を有している。また，アジア地域の伝統的な文化と宗教の
中に溶け込んでいる法規範も無視できないであろう。近代化の過程で西洋法
を継受して，法典を編纂し，法の適用と解釈を通じて判例を形成させてきて
いるが，西洋の法意識や法感情まで継受したのではない。いまだ西洋法が生
活規範として完全に定着していると見るのは困難である
１）
。そこで，我々は
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「思想的基礎，社会経済的理念，経済構造などの異なる東アジアの国々にお
いて，統一的な『東アジアスポーツ法』は生成できるのか？」という質問を
投げかけてみることになる。これに対する解答は，当然に肯定的である。ア
ジア法を独自に研究する学者たちが，すでにアジア人の社会経済的，地域的
な特性に相応しい「アジア法」を発見して独自の法体系を構築しようと努力
していることに注目する必要がある。特に「アジアスポーツ法」または「東
アジアスポーツ法」は，スポーツという普遍的な人間の活動を対象にした法
であるから，政治的，宗教的，地域的な諸要素が法形成と発展に介入する余
地は少ないといえる。
　したがって，東アジアスポーツ法は，東アジア各国の固有なスポーツ法と
共に，東アジア各国のスポーツ交流協力に必要なスポーツ法を含む概念とし
て使用することが妥当であると思う。東アジア人の普遍的な価値の追求と実
現のためのスポーツ交流に障害となる法的な摩擦と衝突を予防することので
きる比較法的研究が必要であろう。東アジアスポーツ法学は，東アジア各国
のスポーツ法を研究するとともに，まさに東アジアスポーツ法という共通的
な法の一般理論と一般原則を発見する作業を進めることができるものであろ
う。
2 ．東アジアスポーツ法の内容
　東アジア各国のスポーツ法も，当然に東アジアスポーツ法の内容を構成す
ることになる。各国の法体系は少しずつ異なるが，スポーツ法の生成と発
展，スポーツ法規の現況，スポーツ法の立法，司法，行政の政策的課題など
を比較研究することが切に要求される。東アジア各国のスポーツ基本権の保
障，スポーツ自治権の実現，スポーツ関係法の整備などの現況を把握して，
共同研究，学際的研究を行わなければならないであろう。具体的には，スポ
ーツ基本法の制定，スポーツ産業振興法の制定，学校スポーツ関係法の整
1 ）　このような議論は김상용 ｢아시아法制研究의 必要性과 方法論｣『아시아法制研究』第 1 号
（2004年）10─14頁参照。
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備，スポーツ自治権の保障とスポーツ行政法の整備，裁判外紛争解決制度
（ADR），ドーピング等のスポーツ刑事法と事故法の整備など，細部にわたる
法政策的諸課題を研究する必要がある。
　また，東アジアのすべての国に共通して適用される「統一東アジアスポー
ツ法」分野もある。スポーツ自治法の統一とスポーツ国家法の統一がこの分
野の研究対象である。スポーツの交流と協力を増進させるための法の統一と
調和がなされなければならないであろう。東アジアの人々の真のスポーツ福
祉を実現して，健康で幸福な生活を送ることができる法的環境を整備するた
めに，スポーツ法分野のモデル法やリステイトメント（Restatement）のよう
な規範を作り出さなければならないであろう。
Ⅲ．東アジアスポーツ法研究の必要性
1 ．東アジアスポーツ法体系の定立に必要
　比較法学の研究方法として活用される法系論
２）
によって見れば，アジア法が
統一された法系を成していると見ることは困難である。もちろん法系を分け
るためには，その基準が問題であるが，これは決して容易な作業ではない
３）
。
そこで，英米の多くの比較法学者は法系論に対して批判的であり，否定的な
態度を見せている。学者によっては，地域別の研究方法を採択することが比
較法学の目的を達成しやすいと主張する
４）
。これに対して，ヨーロッパの大陸
法学者は，概して肯定的な立場を採るものと見られる。
2 ）　同一の系統の法秩序を研究する学問を，法系論（Rechtssystem, Rechtsfamilie, legal 
system, family of law），法圏論（Rechtskreis）または法文化論（Rechtskultur）と呼ぶ。
3 ）　インド法の例をあげてみよう。インドの債務法は英国法を継受したし，親族法，相続法は
中国法を基礎にしたという。このため，インド法は大陸法，英米法，東洋法のどこに属するの
か分類が難しい。もちろん，韓国の民法典を調べても同じように様々な法体系の影響を受けて
いることを知り得る。これについては，崔鍾庫『韓国法과 世界法』교육과학사，1989年，8 頁
参照。
4 ）　Rudolf Schlesinger, Comparative Law, 1988; 崔鍾庫，前掲書，10頁。
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　スイスのアドルフ・シュニッツァー （Adolf Schnitzer） は文化圏 （Kulturkreis） 
に基づいて，民族性，言語，政治，経済，宗教制度が法系を分類する基準に
なるといった
５）
。フランスのルネ・ダヴィッド（René David）は，法の技術的
な要素とイデオロギー的要素を考慮して法系を分類することを提案した
６）
。ま
た，コンラート・ツヴァイゲルト（Konrad Zweigert）とハイン・ケッツ（Hein 
Kötz）は，法の様式（Rechtsstil）を考慮して法圏を分類しなければなければ
ならないと主張した
７）
。
　このような西欧の比較法学者は，アジアの法系について深層的な研究を先
行させないままに恣意的に分類した点がなくはない。彼らはアジア法の関心
と愛情によって研究した結果というよりも，西洋法の継受と関連した西洋法
の優越的な要素である法の支配の特殊な法学的思考および法の様式に重点を
置いてアジア法を把握したということができる。
　そこで，アジア法学や第 3 世界または非西欧法学の定立のために，アジア
法を自ら独自的な領域として研究し理論化しようとするアジア比較法学者た
ちが現れるようになった
８）
。アジア法を西欧法の受容対象として把握すること
は，アジア法を定立するのに障害になると見るためである。また，アジア法
5 ）　彼は原始民族の法，古代文化民族の法，ラテン領域の法，ゲルマン領域の法，スラブ領域
の法，英米法，宗教法，アフリカアジア法に分けている。Adolf Schnitzer, Vergleichende 
Rechtslehre I, 2. Aufl. 1961; 崔鍾庫，前掲書，14頁。
6 ）　彼は1950年の『比較民法要論』（Traité élémentaire de droit civil comparé）で，西洋法，
ソビエト法，イスラム法，ヒンドゥー法，中国法に分類した。しかし，その後1966年の『現代
法体系論』（Les grands systèmes de droit contemporains）では，イデオロギー的要素を強調
して，ローマ・ゲルマン法族，コモンロー法族，社会主義法族，哲学的・宗教的法秩序などに
分けている。崔鍾庫，前掲書，16─18頁。
7 ）　彼らはロマン法圏，ドイツ法圏，北欧法圏，英米法圏，社会主義法圏，極東法圏，イスラ
ム 法 圏， ヒ ン ド ゥ ー 法 圏 に 分 類 し た。Konrad Zweigert/Hein Kötz, Einführung in die 
Rechtsverglieichung, auf Gebiete des Privatrechts I, 1971; 崔鍾庫，前掲書，18─23頁。
8 ）　このような努力の結果としては，特に日本の千葉正士『アジア法の多元的構造』成文堂，
1988年 ; 五十嵐清『現代比較法の諸相』信山社，2002年 ; 同『比較法入門』日本評論社，1968
年；同『比較法の歴史と理論』一粒社，1977年；同『比較民法の諸問題』一粒社，1976年；安
田信之『ASEAN 法』日本評論社，1996年；同『アジアの法と社会』三省堂，1987年；山崎利
男・安田信之編『アジア諸国の法制度』アジア経済研究所，1980年などを挙げることができ
る。
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を法史学的観点から研究して究明しようとする努力もある。日本の島田正郎
の「アジア法史論」が注目をあびている
９）
。最近では，日本のアジア法学会が
中心となって「アジア法」の概念と体系を新たに定立しようとする研究が活
発に進行しているが，非常に重要なことであると考える
10）
。
2 ．国際スポーツ交流と協力に必要
　歴史的に見れば，スポーツを通じた交流・協力は，それまで関係が疎遠で
あった国家や当事者が互いに理解して関係を増進させるのに大きな役割を果
たしてきたし，冷戦時代の両陣営の極限対立のために内外の接触と交流が不
可能であった時代状況の中においても，他のどの分野よりも先に国家間の接
触の通路になったという事実がある。
　スポーツは文化的異質感と相互敵対感を払拭させて，相互理解と信頼構築
のために重要な役割を果たしてきた。それだけでなく，スポーツ交流は政治
的交流とは異なり，比較的に容易であり，経済協力や観光事業もそれと一緒
に自然に成り立つという点で，その影響力と波紋は大きいといえよう。
　スポーツ法の比較研究は，まさにこのような国際的なスポーツ交流と協力
の活性化に寄与できるのである。各地域別に資源と人材を活用して，その地
域の繁栄を成し遂げることのできるスポーツ産業を発展させるためには，統
一されたスポーツ法の支えが必要である。スポーツ法の比較研究を通じて，
国家間のスポーツの人的・物的な交流を円滑に行うための法的基盤を整備す
ることができる。スポーツ法の比較研究を通じて，各国家が自国法の存在を
明確に知り，かつ，他の国の良い法を理解することで，国家相互間の理解と
協力は増進するであろう。
9 ）　島田正郎『東洋法史』東京教学社，1989年。この本は最後の部分に「世界史におけるアジ
アとアジアにおける法史」という題名で〈アジア法史〉と呼ぶことがより適切であるとの結論
を出している。韓国語翻訳版は，임대희외『아시아法史』서경，2000年，参照。
10）　これに対し関しては，アジア法学会編『アジア法研究の新たな地平』成文堂，2006年。特
に，そこに収録されている安田信之「アジア法の概念とその生成過程」同書，11─36頁を参照。
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3 ．東アジア法系と法体系の確立
　スポーツ法の研究を通じて，東アジア地域の法体系の新たな定立に貢献で
きるであろう。アジア各国のスポーツ法規範と法現実を西洋の様々な国の法
制と比較分析して，スポーツ法の一般原則を発見することによって，アジア
法の体系を打ち立てることができる。このようなアジア地域法の出現は，東
アジア法系の新たな発見を意味するようになる。
　このようなアジア法系の発見と東アジア法体系の確立は，アジア各国の立
法，行政，司法における大きな活力素になるであろう。そして，自国法を解
釈して適用する際における法の欠缼を補充するだけでなく，アジア地域の経
済発展と平和のためにも大きく寄与するであろう
11）
。
4 ．スポーツ法の統一と調和に必要
　スポーツ法の比較研究は，この分野における法の統一と調和のための事業
を促進するであろう。特にアジア地域においては，将来，「アジア連合」ま
たは「アジア経済社会共同体」のような機構の誕生と，アジアスポーツ交流
と協力のための民間機構または政府機構の設立が予見される。このような機
構の法的基盤造成のために，協約や条約の研究が強く要求されるのである。
　このような現象は，すでにヨーロッパで経験したところである。ヨーロッ
パは，ローマ法とゲルマン法の継受を通じて現代的なヨーロッパ法を誕生さ
せた。そして，イギリスは不文法体系を独自に発展させてきたし，スカンジ
ナビア帝国もゲルマン法を土台にした固有法を発展させた。そのような中，
第 2 次世界大戦後の1951年に，ヨーロッパ大陸はドイツ，フランス，イタリ
ア，ベルギー，オランダ，ルクセンブルクの 6 ヶ国がヨーロッパ石炭鉄鋼共
同体（ECSC）を創設した。1957年にヨーロッパ経済共同体（EEC）に発展さ
せるとともに，同時に設立されたヨーロッパ原子力共同体（EURATOM）を，
1967年 7 月には吸収してヨーロッパ共同体（EC）に単一化することによって
11）　同旨，김상용，前掲論文，19頁以下，参照。
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ヨーロッパ統合の軸を用意した。その後，ヨーロッパ共同体の成功的な運営
で，イギリス，デンマーク，アイルランドが1973年に加入し，ギリシャが
1981年，スペインとポルトガルが1986年に加入することによって，ヨーロッ
パ連合を誕生させる契機になった。1991年にマーストリヒトでヨーロッパ連
合（EU）条約を締結して，1993年に発効した。この条約に基づいて，政治，
経済，社会，制度などの統合を積極的に推進することになった。2004年 5 月
には10ヶ国が加入，その後 2 ヶ国が加入して，現在では27ヶ国のヨーロッパ
統合が成り立った。新しいヨーロッパ貨幣であるユーロの施行によって経済
統合をなし，さらに憲法制定など政治統合の道に拍車を加えている
12）
。
　ヨーロッパの経済，社会，政治統合のために，また，法の統一と調和のた
めにヨーロッパの法学者たちは多くの努力をしてきている。特にヨーロッパ
不法行為法，契約法の研究を通じてリステイトメントや統一法の提案などで
ヨーロッパ法の体系的な発展に寄与している。ヨーロッパ連合委員会では立
法指針（Directive,Richtlinie），規則（Regulation,Verordnung）などを制定してヨ
ーロッパ法制の形成に寄与している
13）
。
　このようなヨーロッパにおける法の統一と調和のための法学者たちの活躍
を見るとき，アジア地域の法学者たちも連帯と協力が必要であることを認識
するであろう。アジアを中心とするスポーツ法の比較研究を通じて，アジア
における法の統一と調和に寄与できるのである。
12）　ヨーロッパ連合の変遷と各種情報は http://www.europa.eu.int を参照のこと。現在のヨー
ロッパ連合加入国は，ギリシャ，リトアニア，スロベニア，キプロス，オランダ，マルタ，ア
イルランド，ポルトガル，デンマーク，ベルギー，エストニア，ポーランド，ドイツ，ブルガ
リア，イギリス，フランス，ラトビア，スウェーデン，オーストリア，フィンランド，ルーマ
ニア，スペイン，イタリア，ハンガリー，ルクセンブルク，スロバキア，チェコである。
13）　これに関しては，Jochen Taupitz, Europaische Privatrechtsvereinheitlichung heute und 
morgen, Tübingen: Mohr, 1993; 김상용『比較契約法』법영사，2002年 ; ヨーロッパ契約法委員
会，Principles of European Contract Law; www.lexmercatoria.org 参照。
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Ⅳ．韓国における東アジアスポーツ法研究の現況
1 ．スポーツ法研究の現況
　韓国では1989年12月に韓独法律学会主催でスポーツ法に関する学術セミナ
ーが開催されて以降，スポーツ法に関する研究の必要性が提起されたことも
あって，散発的な研究は行われたが，体系的で深層的な研究はなされなかっ
た
14）
。スポーツと法学が出会い，学際的な研究が本格的に始まったのは，1999
年12月17日に「韓国スポーツ法学会」が創立されてからであるといえよう。
韓国スポーツ法学会は，「スポーツと関連した法律問題に対する研究を遂行
することによって健全なスポーツ文化の暢達を企図し，スポーツ科学および
スポーツ法学の発展に寄与することを目的」として創立された。
　韓国スポーツ法学会は，2005年度にエンターテイメント法分野も併せて研
究することにして，「社団法人　韓国スポーツエンターテイメント法学会」
として新たな出発をすることになった。2016年 3 月まで，計51回の学術大会
を開催したし，その中の12回は，比較法的な研究と国際交流を強化するため
に，アメリカ，ヨーロッパ，日本，中国，アフリカなどのスポーツ法学者な
いしスポーツ実務家を招請した国際学術大会を開催して，各国のスポーツ法
の現況と課題を扱った
15）
。韓国で開催された12回の国際学術大会のうち，特に
2005年には，アジアスポーツ法学会の創立大会と併せて「アジアスポーツ法
学の課題」を主題に 7 つの分科会に分かれて主題発表と討論が行われた。
　また，「世界の中のスポーツ法─現況と展望（Sports Law in the World ─ 
Present and Perspective）」という大主題を掲げて，2010年11月25日─26日の両
14）　張在玉 ｢스포츠法의 現況과 課題｣『아시아스포츠法의 課題』」『韓国스포츠法学会国際学術
大会論文集』2005年，60─76頁。
15）　韓国スポーツエンターテイメント法学会が編集発行している第 1 回（1999.12.），第 6 回
（2008.10.），第 8 回（2010.11.），第 9 回（2010.10.），第12回（2015.10.）のそれぞれの国際学術
大会論文集を参照。
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日，漢陽大学校技術研究院（HIT）国際会議場で開催された“第16回スポー
ツ法学者世界大会（16th IASL World Congress）”では，IOC，CAS，FIFA な
ど国際スポーツ機構で直接または間接的に活動しているスポーツ法関連の碩
学および著名人が海外から大挙して参加した。海外27ヶ国から著名な研究者
80余名，国内から200余名の体育界および法学界の要人が参加して， 2 日間，
スポーツ法の現況と展望についての計70余編の珠玉のようなスポーツ法の論
文が発表され，分科会別に討論が行われた。この世界大会を通じて獲得した
重要な成果の一つが，大会を終えた2010年11月26日に，「スポーツ法発展の
ためのソウル宣言」（Seoul Declaration for Sports Law）を発表したことである。
これは，各国から参加した代表によってソウル宣言作成のための委員会が構
成され，大会初日から幾度もの会議を通じて意見を集約したものである。
　ソウル宣言の主な内容は，次の三つである。すなわち，第一に，各国のオ
リンピック委員会と競技連盟および協会は，スポーツ自治権を享有する権利
があり，自律的な紛争解決機構と司法権が尊重されなければならない。しか
し，国家オリンピック委員会と国家競技連盟および協会は，オリンピック憲
章と国際連盟および協会の規定を尊重し，選手の人権を保障して，平和，平
等，スポーツおよび体育の振興に努力しなければならない。特にアジア人の
スポーツおよび体育の振興のために「アジアスポーツ憲章」（Asian Charter of 
Sport for All）を制定することを提案した。この問題は，すでに筆者が2007年
の中国西安と2009年の東京で開かれたアジアスポーツ法学会での基調報告を
通じて提案した内容である。
　第二に，オリンピック憲章第59条に明示されたところのように，各国のオ
リンピック委員会とスポーツ団体の自立権を尊重しながらも，国際的かつ普
遍的なスポーツ法（LEX SPORTIVA）は受容しなければならないということ
である。
　第三に，アジア地域で開かれる各種国際競技大会での紛争解決のために，
「アジアスポーツ仲裁裁判所」（Sports Arbitration Tribunal of Asia: SATA）を設
立する必要があるということである。この機構の設立のために，国際オリン
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ピック委員会（IOC）とアジアオリンピック評議会（OCA），そして国際スポ
ーツ仲裁裁判所（CAS）などとの緊密な協力が必要であるという点を確認し
た。この機構は非政府機構（NGO）として，独立的かつ自律的な機構として
創設することが適切であるという意見に集約されたが，アジア競技大会など
で発生するスポーツ紛争を解決する公式的な機構として活動できるようにす
る必要があろう。
　2011年10月に開かれた第 4 回アジアスポーツ法学会学術大会兼第 9 回韓国
スポーツエンターテイメント法学会国際学術大会では，「アジアスポーツ法
の新たな地平」という大主題で，アジア競技大会，アジアスポーツ仲裁裁判
所，スポーツマーケティング，スポーツ賭博と八百長の法的課題などの分科
会別に分けて発表と討論が行われた。
　これらの国内外での学術大会における発表と討論を経た研究の成果物は，
専門学術誌である『スポーツと法』にすべて掲載しており，現在，46号まで
発刊している
16）
。
2 ．スポーツ基本権とスポーツ憲法の研究
　スポーツと関連した法制の研究は，主に法政策的な方向を提示するために
行われてきた。
　憲法次元でも，スポーツ基本権とスポーツ自治権を保障する明文規定が韓
国憲法にはないことから，憲法改正案を提示するための比較法的な研究が多
くなされてきた
17）
。もちろん現行憲法に規定された基本権の解釈を通じて，ス
ポーツを基本権であると認定する憲法解釈と憲法判例も存在する
18）
。しかし，
16）　学術誌『スポーツと法（스포츠와 법）』は，2000年 2 月に創刊されて2004年までは毎年 1
冊，2005年から2006年までは 2 冊を発刊したが，2007年からは毎年 4 冊（ 2 月， 5 月， 8 月，
11月）発刊している。学術大会も毎年 4 回開催していて，そのうちの 1 回は国際学術大会を開
催して比較法的な研究を強化している。この学術誌は2015年から『スポーツエンターテイメン
トと法（스포츠엔터테인먼트와 법）』に名称を変更して発行している。
17）　金浹謙 ｢憲法保障과 스포츠基本権의 保障｣『스포츠基本権의 保障과 国民体育振興의 法的
課題』（第 6 回스포츠法国際学術大会論文集），韓国스포츠엔터테인먼트法学会，2008年，225
頁；尹龍澤 ｢憲法におけるスポーツ条項の位置づけについての一考察─中南米諸国の実例をも
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今日のスポーツが国民の人生に占める比重を考えるとき，スポーツ権を一つ
の独立した基本権として憲法に規定することが必要である
19）
。
　スポーツを憲法に明文で規定した国は，ギリシャ，ポルトガル，スペイ
ン，スイス，オランダ，トルコ，アルジェリア，そしてドイツの州憲法など
がある。このような諸国家の法制を研究して，比較法的な観点から立法的方
案を提示した研究が多かった。特に最近では，韓国における憲法改正の議論
と関連して，スポーツ権の導入の可能性について深く研究されている
20）
。
　20世紀後半から多くの国家が憲法上の基本権の次元でスポーツ権を受け入
れて保障しているが，スポーツに関心を傾けるのは，国家競争力の向上とと
もに，人類社会の変化，すなわち高齢社会へと進み，健康と体力の重要性が
より一層認識されるようになったためである。このような時代的流れに相応
して，韓国でも憲法改正の時期に，スポーツ権を一つの基本権として格上げ
して明文化することは当然の時代的要請である。将来の憲法改正において
は，必ずや国民のスポーツ権が一つの基本権として明文化されることを期待
する
21）
。
3 ．スポーツ基本法の制定に対する研究
　韓国の法体系を見るとき，スポーツ基本法の制定は当然のことと思われ
る。1987年の民主抗争 （大統領の直接選挙制改憲を中心とした民主化運動） を経て国
民の権利意識が高まるとともに，「基本法」という名称を付した法律が増加し
て，すでに国政課題の51の分野で基本法が制定施行されている実情である
22）
。
　スポーツ基本法には，国民のスポーツ基本権の保障，スポーツ選手の保
護，スポーツ政策の総合化，スポーツ団体の適正な位相の定立，学校スポー
訪ねて─｣『스포츠와 법』第11巻第 4 号（通巻17号，2008年）171─188頁。
18）　憲裁2008.4.24，2006憲마954。
19）　金浹謙，前掲論文，226頁。
20）　金浹謙，前掲論文，224─253頁。特に249─251頁に提示されている参考文献を参照のこと。
21）　金浹謙，前掲論文，247─248頁。
22）　延基栄 ｢스포츠基本法의 制定方案｣『스포츠基本権의 保障과 国民体育振興의 法的課題』
（第 6 回스포츠法国際学術大会論文集），韓国스포츠엔터테인먼트法学会，2008年，275頁。
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ツの正常化，スポーツ施設の設置と利用の適正化，スポーツ行政組織の効率
化，スポーツの安全と事故対策，スポーツを通じた国際協力と南北交流協
力，スポーツの物的・人的資源の合理的管理などを包括的に規律しなければ
ならないであろう
23）
。
　これまでのスポーツ基本法の研究を通じて，このような法律が韓国におい
て制定されなければならない理由を簡潔に述べれば，次のとおりである
24）
。
　第一に，スポーツ関連法令が50個に達するのに，それらは非体系的で関連
法令を総括する基本法が存在しない。現在このような機能を担当するものと
しては国民体育振興法があるが，その問題点と限界は，かねてから指摘され
ている。
　第二に，国家の重要政策にスポーツ分野が含まれるのは当然である。オリ
ンピックなど各種競技大会で国威宣揚をして，国民和合と生活の質を高める
のにスポーツ界の貢献・功労が多大なものであることは誰もが認めている。
しかし，法を通じた制度的支援は実に劣悪で，50大重要国政課題にも入って
いない。また，スポーツ行政分野が様々な部署に分散しているために，政策
の企画や執行に困難をもたらす場合が多い
25）
。
　第三に，スポーツ分野を総括して業務領域を総合的・体系的に規律する基
本法が必要である。スポーツ関連の他の法令の総括的原則を定めることは至
急である。
　基本法は，その法律に関連した他の多くの法令の総括的原則，制度・政策
の体系化・総合化を通じた基本方向を定めることが一般的である。また，基
本法に他の関連法令よりも優越的優先的効力を認める場合が多い。
23）　延基栄，同論文，268頁。
24）　延基栄，同論文，274─275頁。
25）　例えば，学校体育，スポーツ産業，プロスポーツ，スポーツ福祉，女性スポーツ，南北ス
ポーツ交流，国際スポーツなどの分野で部署間の理解と協力，そして業務調整などが必要であ
る。
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4 ．スポーツ産業法の研究
　スポーツ産業関連法に対する本格的な比較法的研究は，2000年12月の韓国
スポーツ法学会創立 1 周年記念として，「スポーツ産業の発展と法的対応」
という主題で国際学術大会を開催してから始まった
26）
。その後，何回もの学術
大会でスポーツ産業振興法の制定のための比較法的研究が発表され
27）
，ついに
2007年10月にスポーツ産業振興法が制定，施行された。この法律が制定され
ることで，スポーツと関連した産業に対して国家次元で支援政策を実現する
ための法制的根拠が用意された。すなわち同法律は，スポーツ産業の振興に
必要な事項を規定して，スポーツ産業の基盤造成および競争力強化を図り，
究極的には国民の余暇を適切に利用する機会の拡大と国民経済の発展に尽く
すことを目的に制定された。
　韓国スポーツ法学会では，スポーツ産業の行政規制，競輪・競艇の法的課
題，アジアプロリーグの統合化問題，スポーツ産業と競争法，スポーツ
TOTO の法的課題，ゴルフ産業の法的課題，ワールドカップ以後のスポー
ツ産業の法政策的課題などの研究を行って発表した
28）
。
5 ．スポーツ福祉関連法の研究
　韓国スポーツエンターテイメント法学会は2006年の国際学術大会で「福祉
国家実現のためのスポーツ法の法政策的課題」を掲げ，様々な国の著名なス
ポーツ法学者を招請して，各国のスポーツ福祉の現況と課題を診断して，法
制度的・法政策的方案を提示した。我々の社会で多かれ少なかれ疎外されて
いる障害者，老人，女性などの生活体育の現況を診断して，法制の不備点を
発見し，将来のスポーツ政策と法制度の整備の方向を提案した。近づく老齢
社会において，元気で快適で幸福な人生を追求できるスポーツ福祉国家の実
26）　韓国스포츠法学会 ｢스포츠産業의 発展과 法的対応｣『第 1 回国際学術大会論文集』2000
年；延基栄 ｢스포츠産業의 発展과 法的課題｣『스포츠와 法』第 2 巻（2001年） 1 ─12頁。
27）　韓国스포츠法学会『스포츠와 法』第 7 巻（2005年）を参照。
28）　韓国스포츠法学会『스포츠와 法』第12巻第 2 号（2009年）を参照。
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現を少しでも早めるための代案を探ろうとしたのである。疾病なしに長く暮
らせる科学的国民体力管理システムの構築，障害者・老人・低所得層のスポ
ーツ福祉の恩恵，生活体育指導者の資格制度などのための政策と法制度の整
備方案も模索した
29）
。
　生活体育に対する関心がこのように増加している一方，生活体育の享有か
ら疎外される社会的現象もまた大きく増加しているのが事実である。生活体
育に対する関心と強調が大きくなれば大きくなるほど，既存の生活体育の恩
恵から疎外されていた階層と地域は，絶対的な側面においてもあるいは相対
的な側面においても，疎外の経験をより一層大きく体感している。我々の社
会の持続的な発展と均衡ある成長のためには，疎外されて保護しなければな
らない階層に対して持続的かつ体系的に対応する必要性が提起される。
　比較法的・法政策的な研究が必要となるスポーツ福祉分野は，多い。例え
ば，障害者スポーツの場合，障害者が享有できるスポーツを調査して各障害
の類型に従って施設への接近可能な方法が論じられなければならず，リハビ
リスポーツ専門の人材の導入が検討されなければならない。特に障害者の概
念と関連しても，スポーツ福祉政策の対象に身体的障害者だけでなく精神的
障害者も含めて議論することが必要であると思われる。
　また，老人スポーツの場合，スポーツ福祉政策の理想は，老人の健康増進
およびその他の世代とのスポーツプログラムの共有による疎外的剥奪感の除
去が可能な制度的方案が研究されなければならない。一方，青少年と女性の
スポーツ福祉政策については，その恩恵を受ける対象の選定とインフラの活
性化方法も，併せて研究されなければならないであろう
6 ．スポーツ紛争解決の研究
　韓国では，1988年のソウル・オリンピック競技と2002年のワールドカッ
プ・サッカー競技を成功裏に開催するために，スポーツ紛争の解決のための
29）　韓国스포츠엔터테인머트法学会 ｢福祉国家実現을 위한 스포츠의 法政策的課題｣『第 4 回国
際学術大会論文集』2006年を参照。
120　　創価ロージャーナル第10号
ADR（裁判外紛争解決）制度の必要性が強調された。また，2002年のソルトレ
イクシティ冬季オリンピックと2004年のアテネ・オリンピックにおいて韓国
選手が直接の被害にあうことで，国際スポーツ仲裁裁判所（CAS）をはじめ
とする国際スポーツ紛争制度に対する大きな関心を持つようになった。オリ
ンピック競技において，金東聖選手に対する失格判定と梁泰栄選手に対する
誤審判定が生じたことで，彼らが金メダルを首にかけることができなかった
ためである。この競技を見守りながら，韓国の国民は審判の誤った判定によ
って，オリンピック憲章で強調される「オリンピック精神」である‘公正
性’に対する疑問を持つようになったのである。大韓オリンピック委員会
（KOC）は，この事件について国際スポーツ仲裁裁判所（CAS）に仲裁を要請
したが，残念ながら「棄却」されてしまった。この事件が契機となって，判
定方式をはじめとする紛争解決などについての根本的変化の必要性が認識さ
れるようになった。
　韓国スポーツ法学界ではスポーツ紛争解決と調停・仲裁制度に対する比較
法的な研究を2004年度の学術大会において本格的に始めることになり，その
後も何度か論議した
30）
。スポーツ紛争を迅速かつ公正に解決するための専門的
な ADR 機構の設置が必要だという点で各界各層の意見が一致した。このよ
うな要請により，韓国では2006年 5 月17日に「韓国スポーツ仲裁委員会
（Korea Sports Arbitration Committee: KSAC）」が設立され，活動している
31）
。この
機構は設立されたが，様々な制度的な不備事項も指摘され，これを補完する
ための多用な方案を提示する研究がなされた
32）
。スポーツ仲裁の活性化のため
30）　韓国스포츠法学会『스포츠와 法』第 5 巻（2004年）。この号では，特集として，スポーツ
紛争解決の方案についての摸索に関する10編の論文が掲載されている。特に，金浹謙 ｢스포츠
紛争解決에 관한 憲法的研究｣；정승재 ｢스포츠自治権과 스포츠紛争｣；延基栄 ｢스포츠紛争解
決機構의 設立方案｣；강병근 ｢스포츠仲裁裁判所를 통한 스포츠紛争의 解決｣ などを参照され
たい。
31）　延基栄 ｢国際스포츠仲裁裁判所에 비추어 본 韓国스포츠仲裁委員会의 役割과 課題｣『스포
츠와 法』第11巻第 1 号（通巻14号，2008年）91─93頁。
32）　これに関しては，韓国스포츠엔터테인먼트法学会『스포츠엔터테인먼트와 法』第11巻第 1
号（通巻14号，2008年）に所収の特集 ｢스포츠調停・仲裁制度의 活性化方案과 課題｣ 11─127
頁を参照されたい。
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にはスポーツ仲裁に対する広報と教育，仲裁機構の独立性と公正性の確保，
紛争解決の迅速性と経済性の確保，仲裁合意に替わる例外的な制度の整備な
どが今後研究されなければならないであろう。
7 ．その他のスポーツ法研究
　そのほかにもドーピングに対する比較法的研究，スポーツ事故の法的問
題，スポーツ契約法，スポーツ環境法，スポーツと知的財産権，プロスポー
ツの発展と労働法的問題，学校スポーツの法的課題，民族統一体育の法的課
題（南北韓体育交流と東西ドイツ体育交流の比較研究）などに関して，法制の研究
を着実に遂行してきている
33）
。
　2016年 3 月31日に，専門体育とオリンピックゲームなどの国家代表選手を
管掌する「大韓体育会」と国民生活体育を支援する「国民生活体育会」が歴
史的な統合を果たして，「統合大韓体育会」が出帆した。韓国のスポーツ法
学者たちは，このような体育団体の統合のための，法的な研究と政策的な代
案を提示した。2015年10月に開催された韓国スポーツエンターテイメント法
学会第12回国際学術大会において，「統合体育会設立にともなう今後の法的
課題」を大主題として，ドイツと日本のモデルを比較法的に検討しながら，
細部的な問題を扱った。すなわち，ドイツにおけるスポーツ組織（DOSB）
の構成と運営（Christian Krah，ドイツスポーツ法学会会長），日本におけるスポー
ツ団体統合時の法的課題（高松政裕弁護士），日本におけるスポーツ団体統合
と組織構成（堀田裕二弁護士）などの外国制度の紹介の後に，「体育団体統合
に伴う法律および団体規程の改正方向」，「統合に伴う両団体の構成員の法的
地位」，「統合体育会の財政（基金）運営のための法的課題」，「統合体育会設
立のための登記手続上の課題」，「統合体育会の会長選挙制度方案」，「体育団
体の統合に伴う下部組織の地位」，「統合体育会の定款および諸般規程の整備
33）　詳細な内容は，韓国스포츠엔터테인먼트法学会の『学術大会論文集（ 1 ─28回）』と『스포
츠와 法』創刊号及び『스포츠엔터테인먼트와 法』第12巻第 3 号（通巻20号，2009年）を参照。 
www.kasel.or.kr
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のための課題」，「IOC 憲章の遵守のための法的検討」，「体育会統合に伴う
両団体の構成員（勤労者たち）の法的地位」など，細部の事項についての研究
発表を行い，深い討論をした
34）
。この研究は，2016年 3 月31日に統合体育団体
が出帆するための法政策的基盤を提供したものと評価することができる。
Ⅴ．韓国におけるスポーツ法研究の課題
1 ．研究・教育機関の設立とプログラムの開発
　教育・研究のネットワークを通じた後続世代の養成がなければ，持続的な
学問の発展は期待し難い。スポーツ法学の研究のためにも，スポーツ法学関
連教材の開発および研究支援，学問後続世代の養成など様々な業務を統合管
理する組織が必要であろう。
　このためには，まずスポーツ法学者たちの所属している大学や研究機関に
「スポーツ法学」を教えることができるプログラムが用意されなければなら
ない。現在の韓国では，体育大学または体育関連学科に「スポーツ法」また
は「スポーツ法と政策」などの名前で，学部または大学院に講座が開設され
て教育がおこなわれているが，非常に劣悪な状態である。国家機関である司
法研修院でも“特殊契約法”という選択科目の一分野として，研修院生に教
育が行われているだけである。
　また，スポーツ法研究センター，研究所などを設立して持続的に研究でき
るインフラの構築が要望される。韓国には国民体育振興公団の傘下に体育科
学研究院があり，そこで体育政策の開発と研究が行われており，また，様々
な大学にスポーツ（体育）科学研究所が設置されているが，スポーツ法学の
研究チームは見当たらない状態である。東国大学比較法文化研究所にあるス
ポーツ法研究センターが研究機能を遂行する唯一の機関である。
34）　具体的な学術大会の個別論文は，『스포츠엔터테인먼트와 法』第18巻第 4 号（通巻45号，
2015年）11─152頁と第19巻第 1 号（通巻46号，2016年）11─37頁に掲載されている。
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　スポーツ法やスポーツ法学に関する教材や研究書も不足している。韓国で
発刊された教材や研究書は充分でない
35）
。もっとも，日本でも10冊余りの本が
出版されている程度である
36）
。
　その他には，韓国スポーツエンターテイメント法学会の専門学術誌である
『スポーツと法』（現『スポーツエンターテイメントと法』）が通巻で46号まで刊行
されているし，日本スポーツ法学会の年報が毎年 1 冊ずつ発刊されており，
現在22号まで刊行されている。
　今後は，模範的なテキストの出版と更に高度な研究書の出版が期待され
る。アメリカやドイツなどでは，スポーツ法研究シリーズが発刊されている
ことに注目する必要がある。
2 ．物的・人的支援体系の確立
　スポーツ法の比較研究と教育のためには，財政的な基盤が必要である。財
源確保のためには，政府のスポーツ関連部署の出捐が重要である。これまで
スポーツに使われる予算のうちで，スポーツ法制の整備と研究に割り当てら
れる場合は殆どない。これに対する改善策を提示して，スポーツ法の重要性
35）　韓国で出版されているスポーツ法の研究書や教材としては，신희준 외『스포츠法』，법률
서원，2004年；손경한 외訳『問答스포츠法』법영사，2002年；손석정『스포츠法学』，태근문
화사，2000年；신희준・백정웅『스포츠法』，법률서원，2004年；김은경『스포츠와 法』，보경
문화사，2004年；류동균『스포츠法学』，대경북스，2006年；손석정『스포츠法 理論과 実際』，
태근문화사，2007年；정승재『韓国스포츠法入門』，한국학술정보，2007年；노덕선 외『스포
츠法学』，진영사，2009年；김두현・최선희『現代스포츠法과 安全』，한울，2009年などがある
のみである。
36）　日本で発刊された主要な書籍としては，千葉正士・濱野吉生編『スポーツ法学入門』体育
施設出版，1995年；井上洋一『導入対話によるスポーツ法学』不磨書房，2005；濱野吉生『体
育・スポーツ法学の諸問題』前野書店，1983年；伊藤尭・佐藤孝司『体育・スポーツ事故判例
の研究 （増補改訂版）』道和書院，1995年；A. J. シュヴァルツ著・高橋則夫訳『ポーランドの
刑法とスポーツ法』成文堂，2000年；菅原哲朗『スポーツ法危機管理学：スポーツ施設／スポ
ーツ管理者／スポーツ指導者のための』エイデル研究所，2005年；神谷宗之介『スポーツ法』
三省堂，2005年；入澤充『スポーツの法律入門：現場のトラブルに Q&A で答える─知らない
と損をする指導者のリスクマネジメント』山海堂，2004年；川井圭司『プロスポーツ選手の法
的地位』成文堂，2003年；スポーツ問題研究会編『Q&A スポーツの法律問題：プロ選手から
愛好者までの必修知識』民事法研究会，2003年などがある。
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を広報する必要がある。また，スポーツ産業界およびスポーツ団体と有機的
な関連性を持って支援と協力をする必要がある。
　また，スポーツおよびスポーツ法令の情報と関連した人的・物的なネット
ワークを構築しなければならない。関連情報を相互交流してアジア各国の法
令，判例，官報，その他の情報を収集・整理する作業が必要である
37）
。研究者
のセミナー，コロキウム（Colloquium），学術大会などを支援できる多様な支
援体制を構築しなければならない。
3 ．アジア政府，非政府機構の創設のための協約等の規範研究
　アジアの将来を見据えるとき，世界化，国際化の流れの中で「アジア連
合」または「アジア経済連合」などのアジア機構が創設される可能性が高い
と思われる。韓国は，すでに東北アジア地域の相互理解と繁栄のための地域
協力体または地域共同体の創設を提案したところである。このような目的を
達成するためには共同体国家間の法的な相互交流と理解が前提にならなけれ
ばならないであろう。アジア地域内のスポーツ法の統一，調和，同化のため
の比較法的・法政策的研究が切実に要望される。
　また，現在設置されているアジア地域のスポーツ関連機構の法的地位と基
盤に対する研究も必要であろう。現在，アジアオリンピック評議会
（“OLYMPIC COUNCIL OF ASIA”: DCA）が冬季，夏季アジア競技大会などアジ
ア地域のスポーツを総括する機構であり，傘下に各種アジアスポーツ連盟
（Asian Federation）が設置されている
38）
。この機構は非政府機構とされている
が，実質的に強い政治的性格を有しているのも事実である。したがって協約
や条約を通じて政府機構化する方案も研究の対象にしなければならないであ
ろう。
37）　この意味で，韓国法制研究院が2004年から ALIN（Asian Legal Information Network）事
業を実施していることは，非常に鼓舞されるものである。このネットワークが構築されれば，
アジア法令情報の収集と研究の拠点になることができ，スポーツ法分野の研究にも大きな助け
になるものと見られる。
38）　詳細な規約，組織，行事の内容に関しては，http://www.ocasia.org を参照。
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　また，アジアスポーツ仲裁機構の設立も積極的に推進されなければならな
い。スポーツに関するアジア地域の協定や協約をより積極的に研究しなけれ
ばならないと思う。
4 ．アジアスポーツ法学会の活性化
　アジアにおいて，スポーツ法の研究のための学術団体としては「アジアス
ポーツ法学会」が最も重要な人的資源を確保していると思われる。韓国，中
国，日本のスポーツ法学者が総集結した学術・研究団体であるので，アジア
においてスポーツ法を研究するのに最も適合した条件を備えている。自発的
な動機と参加で発足した研究団体であるために，自主的で独立的な研究を遂
行することができると信じる。各国の会員たちの恒常的かつ自発的なスポー
ツ法令情報の収集および交換，共同研究の実行，学術大会の開催等を通じ
て，アジアスポーツ法学の発展のために絶え間ない努力をしなければならな
いであろう。
　しかし，このような学会が多くの研究活動をするためには，財政的な基盤
が先行しなければならない。研究基金の拡充など，財政基盤を構築すること
である。そのために，スポーツ関連の国家機関，スポーツ産業界，スポーツ
界などとの緊密な協力が必要であると思う。
Ⅵ．結論
　以上，東アジアスポーツ法の概念と研究の必要性，韓国における研究の現
況と課題を概観した。世界化の流れの中で各国の文化的・宗教的多元性にも
かかわらず，スポーツ法の分野は比較的統一的な規範を創り出しやすいもの
と見られる。
　まず，スポーツ法の対象である「スポーツ」は，人類の普遍的な文化の一
部として形成されてきたためである。スポーツ自治法は世界的に統一された
規範が大部分であり，スポーツ基本権は人間の天賦の人権である幸福追及権
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の内容をなしている。スポーツ法の統一と調和のためには，各国の法令情報
を共有して，人的・物的な交流・協力をより積極的に広げていかなければな
らないであろう。
　ヨーロッパ連合の拡大とアメリカの経済力の強化によって，アジアの未来
は不透明な局面にある。今や，アジア地域の地域化（Regionalization）を実行
して，「アジア共同体」（Asian Community: AC）を建設するために努力しなけ
ればならないであろう。去る2004年の秋にはインドネシアでアセアン
（ASEAN）10ヶ国と東アジアの韓国・中国・日本の 3 国がアジア銀行（Asian 
Bank）の開設などの経済協力に合意した。このような経済協力は，スポーツ
をはじめとする文化芸術分野の協力と交流が活性化されるときに，その効果
は一層倍加されるのである。それゆえ，スポーツ法の役割は非常に重要であ
ると考える。
　スポーツ法の研究が次第に活性化して学術共同体の活動が旺盛になれば，
各国のスポーツ法も発展して，さらにはスポーツ法の統一と調和が成立する
であろう。スポーツ法の研究は，健全なスポーツ文化を育て，人類社会の平
和と和合に大きな役割を担うものと確信するものである。
訳者あとがき
　本訳稿は，2016年 4 月21日に，創価大学法科大学院と創価大学法学部との
共催で行われた延基栄教授の講演会での原稿を訳出したものである。延基栄
教授は，1984年にドイツのゲッチンゲン大学で法学博士の学位を取得され，
現在，母校の韓国・東国大学法学部の教授として教壇に立っておられる。
　ところで，延基栄教授は，韓国私法学会副会長であるとともに，韓国にお
いて政府が立案した製造物責任法の制定の中心的役割を担った民法学の重鎮
として知られるだけでなく，韓国においてスポーツ法学を開拓されたスポー
ツ法の最高権威者でもある。このことは，決して誇張ではない。延基栄教授
の業績について訳者が縷々述べるまでもなく，韓国スポーツエンターティメ
ント法学会（KASEL）初代会長，アジアスポーツ法学会（ASLA）初代会長，
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世界スポーツ法学会（IASL）副会長という，その経歴が何よりも雄弁に物語
ってくれるであろう。
　そこで，延基栄教授に講演をお願いするにあたって，本学の法科大学院の
教員と法学部の教員とで，どのようなテーマにするか打ち合わせを行うこと
になった。当初は，学生たちに余りなじみのないスポーツ法よりも，製造物
責任法や消費者法についての講演の方が良いのではないかとの意見もあっ
た。しかし，話し合ううちに，スポーツ法がアメリカのロースクールではメ
ジャーな科目の一つとなっていること，その背景には，スポーツやエンター
テイメントの世界における法曹の役割の大きさがあることに話が及び，法曹
の新しい活躍の場を法科大学院生に見せることは，法曹としての多様な進路
を考えさせるのに有益であろうし，また，延基栄教授が同僚の教授たちから
「フライング・プロフェッサー」と呼ばれるほど精力的に世界を飛び回って
いるが，その姿を最もよく表しているのがスポーツ法の研究者としての立場
であり，法学の研究を通してこのような国際的な活躍が可能であることを示
すことは，とかく国内の法の解釈に目が向きがちな法学部生に，法学の世界
でも国際性が必要であることを教える絶好の機会となるであろうとの意見に
収斂していった。
　延基栄教授の熱のこもった講演，学生たちとの質疑応答，そして学生の大
きな拍手を聞きながら，この講演会を企画・運営した教員たちの意図は十分
すぎるほど達成できたことを実感した。ただ，紙幅の都合と訳者の能力不足
のゆえに，質疑応答の部分を訳出できなかったことが残念であり，この点
は，本訳稿に散見される拙い翻訳の箇所とともに，お詫び申し上げる。
　この場をお借りして，今一度，ご多忙な時間を割いて快く講演をお引受し
ていただいた延基栄教授に，心からの御礼を申し上げるものである。
